
総務課（庶務）

大分類 中分類 名称（小分類）

1 個人の権利
義務の特喪
及びその経
緯

(1)審査請求
に関する重要
な経緯（登記
官・供託官の
処分に対する
もの）

事件簿 ・審査請求事件簿
・審査請求書
・裁決に係る決裁文書
・裁決書

総務 登記 ○○年度登記官・供託
官審査請求事件簿

事案の処理
が完結した
日に係る特
定日から１
０年

廃棄 年度 庶００２

(2)非訟事件
に関すること

会社更生事件
に関する文書

・会社更生法に基づく
通知

総務 会社更生事件 ○○年度会社更生事件 事案の処理
が完結した
日に係る特
定日から５
年

廃棄 (別表１事項
１１を参酌)

庶００３

会社解散命令
事件に関する
文書

・会社法に基づく通知 総務 会社解散命令事
件

○○年度会社解散命令 事案の処理
が完結した
日に係る特
定日から５
年

廃棄 (別表１事項
１１を参酌)

庶００４

2 統計・調査
に関する事
項

法務省所管業
務に関する統
計の作成及び
分析に関する
重要な経緯

統計に関する
文書

・公証事務一覧月
（年）表

総務 公証事務 公証事務一覧表 ５年 廃棄 暦年 (別表１事項
２８を参酌)

庶００５

3 公証人に関
する事項

(1)公証事務
に関する重要
な経緯

公証人の任
免・管理に関
する文書

・任用願
・退職願

総務 公証事務 公証人任免 退任の日の
属する年の
翌年の初日
から３０年

廃棄 暦年 庶００６

・名簿 総務 公証事務 公証人名簿 退任の日の
属する年の
翌年の初日
から３０年

廃棄 暦年 庶００７

・職印簿 総務 公証事務 公証人職印簿 退任の日の
属する年の
翌年の初日
から３０年

廃棄 暦年 庶００８

・沿革誌 総務 公証事務 公証人沿革誌 役場閉鎖の
日の属する
年の翌年の
初日から３
０年

廃棄 暦年 庶００９

・書記名簿 総務 公証事務 公証人書記名簿 退職の日の
属する年の
翌年の初日
から５年

廃棄 暦年 庶０１０

・公証人の監督に関す
る決裁文書

総務 公証事務 公証人の監督 作成した日
の属する年
の翌年の初
日から５年

廃棄 暦年 庶０１１

・書記に係る文書 総務 公証事務 公証人書記 退職の日の
属する年の
翌年の初日
から３年

廃棄 暦年 庶０１２

・押印証明に係る文書 総務 公証事務 公証人押印証明 取得した日
の属する年
の翌年の初
日から１年

廃棄 暦年 庶０１３

・異議申出に係る文書 総務 公証事務 公証人の事務取扱いに
対する異議申出

事案の処理
が終わった
日の属する
年の翌年の
初日から５
年

廃棄 暦年 庶０１４

・照会に係る文書 総務 公証事務 公証人の照会 作成した日
の属する年
の翌年の初
日から５年

廃棄 暦年 庶０１５

参考事項
(規則別表
１の関連事

項）
事　項 業務の区分

松江地方法務局総務課　標準文書保存期間基準

分類記号保存期間行政文書の具体例

分類例

保存期間
満了時の

措置

当該業務に
係る行政文書
の類型
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総務課（庶務）

大分類 中分類 名称（小分類）
参考事項

(規則別表
１の関連事

項）
事　項 業務の区分 分類記号保存期間行政文書の具体例

分類例

保存期間
満了時の

措置

当該業務に
係る行政文書
の類型

公証役場に関
する文書

・公証人役場関係カー
ドに係る文書

総務 公証事務 公証人役場関係カード 役場を閉鎖
した日の属
する年の翌
年の初日か
ら３０年

廃棄 暦年 庶０１６

・報告書 総務 公証事務 公証人役場関係カード
報告書

作成した日
の属する年
の翌年の初
日から１年

廃棄 暦年 庶０１７

・検閲報告書 総務 公証事務 公証事務検閲 ５年 廃棄 年度 庶０１８

公証人に関す
る認可等に関
する文書

・認可申請書 総務 公証事務 公証人役場の設置及び
移転

作成した日
の属する年
の翌年の初
日から１０
年

廃棄 暦年 庶０１９

・廃棄認可申請書 総務 公証事務 公証人廃棄書類認可申
請

作成した日
の属する年
の翌年の初
日から５年

廃棄 暦年 庶０２０

・規約変更認可申請書 総務 公証事務 公証人合同役場 ５年 廃棄 年度 庶０２１

公証人会に関
する文書

・会則変更申請書 総務 公証事務 公証人会会則等の変更 作成した日
の属する年
の翌年の初
日から１０
年

廃棄 暦年 庶０２２

・公証人会との連絡文
書

総務 公証事務 公証人会 ５年 廃棄 年度 庶０２３

(2)上記(1)の
業務の区分に
当たらないそ
の他の業務

公証業務に関
する文書

上記の業務の区分に当
たらないその他の業務
に関する文書

総務 公証事務 公証事務一般 作成した日
の属する年
の翌年の初
日から１年

廃棄 暦年 庶０２４

(3)公正証書
の保存

公正証書原本
の写し

・公正証書原本の写し 総務 公証事務 公正証書原本（写し） 当該年度の
翌年から２
０年

廃棄 暦年 庶０７１

4 司法書士に
関する事項

(1)司法書士
の登録に関す
ること

司法書士の登
録に関する文
書

・登録通知書 総務 司法書士・土地
家屋調査士

司法書士の登録に関す
る通知書

取得した日
の属する年
の翌年の初
日から１年

廃棄 暦年 庶０２５

・司法書士名簿 総務 司法書士・土地
家屋調査士

司法書士名簿 ３０年 廃棄 暦年 庶０２６

・閉鎖司法書士名簿 総務 司法書士・土地
家屋調査士

司法書士閉鎖名簿 閉鎖した日
の属する年
の翌年の初
日から３０
年

廃棄 暦年 庶０２７

(2)司法書士
の懲戒に関す
ること

司法書士の懲
戒に関する文
書

・司法書士の懲戒に関
する決裁文書

総務 司法書士・土地
家屋調査士

司法書士懲戒処分 事案の処理
が終わった
日の属する
年の翌年の
初日から５
年

廃棄 暦年 (別表１事項
１１及び１
２を参酌)

庶０２８

（3）司法書
士の資格の証
明に関するこ
と

司法書士の資
格の証明に関
する文書

・司法書士の資格の証
明に関する決裁文書

総務 司法書士・土地
家屋調査士

司法書士合格・登録証
明書の発行

３年 廃棄 年度 庶０２９

（4）上記(1)
ないし(3)の
業務の区分に
当たらないそ
の他の業務

司法書士業務
に関する文書

・事務連絡 総務 司法書士・土地
家屋調査士

司法書士事務一般 １年 廃棄 年度 庶０３０

5 土地家屋調
査士に関す
る事項

(1)土地家屋
調査士の登録
に関すること

土地家屋調査
士の登録に関
する文書

・登録通知書 総務 司法書士・土地
家屋調査士

土地家屋調査士の登録
に関する通知書

取得した日
の属する年
の翌年の初
日から１年

廃棄 暦年 庶０３１

・土地家屋調査士名簿 総務 司法書士・土地
家屋調査士

土地家屋調査士名簿 ３０年 廃棄 暦年 庶０３２

・閉鎖土地家屋調査士
名簿

総務 司法書士・土地
家屋調査士

土地家屋調査士閉鎖名
簿

閉鎖した日
の属する年
の翌年の初
日から３０
年

廃棄 暦年 庶０３３
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総務課（庶務）

大分類 中分類 名称（小分類）
参考事項

(規則別表
１の関連事

項）
事　項 業務の区分 分類記号保存期間行政文書の具体例

分類例

保存期間
満了時の

措置

当該業務に
係る行政文書
の類型

(2)土地家屋
調査士の懲戒
に関すること

土地家屋調査
士の懲戒に関
する文書

・土地家屋調査士の懲
戒に関する決裁文書

総務 司法書士・土地
家屋調査士

土地家屋調査士懲戒処
分

事案の処理
が終わった
日の属する
年の翌年の
初日から５
年

廃棄 暦年 (別表１事項
１１及び１
２を参酌)

庶０３４

(3)土地家屋
調査士の資格
の証明に関す
ること

土地家屋調査
士の資格の証
明に関する文
書

・土地家屋調査士の資
格の証明に関する決裁
文書

総務 司法書士・土地
家屋調査士

土地家屋調査士合格・
登録証明書の発行

３年 廃棄 年度 庶０３５

(4)上記(1)な
いし(3)の業
務の区分に当
たらないその
他の業務

土地家屋調査
士業務に関す
る文書

・事務連絡 総務 司法書士・土地
家屋調査士

土地家屋調査士事務一
般

１年 廃棄 年度 庶０３６

6 司法書士試
験に関する
事項

司法書士試験
の実施，受験
者等の管理に
関すること

試験の実施に
関する文書

・試験の実施に関する
決裁文書

総務 司法書士・土地
家屋調査士

司法書士試験の実施 ５年 廃棄 年度 (別表１事項
２６を参酌)

庶０３７

試験の記録に
ついて管理す
る文書

・合格者名簿
・受験票（合格者のみ
に関するもの）

総務 司法書士・土地
家屋調査士

司法書士試験合格者受
験申請書

３０年 廃棄 年度 (別表１事項
２６を参酌)

庶０３８

7 簡裁訴訟代
理等能力認
定考査に関
する事項

認定考査の実
施に関する文
書

・認定考査の実施に関
する決裁文書

総務 司法書士・土地
家屋調査士

簡裁訴訟代理能力等認
定考査実施

５年 廃棄 年度 (別表１事項
２６を参酌)

庶０３９

定考査の記録
について管理
する文書

・認定者名簿
・考査申請書（認定者
のみに関するもの）

総務 司法書士・土地
家屋調査士

簡裁訴訟代理能力等認
定考査認定者認定申請
書

３０年 廃棄 年度 (別表１事項
２６を参酌)

庶０４０

8 土地家屋調
査士試験に
関する事項

土地家屋調査
士試験の実
施，受験者等
の管理に関す
ること

試験の実施に
関する文書

・試験の実施に関する
決裁文書

総務 司法書士・土地
家屋調査士

土地家屋調査士試験の
実施

５年 廃棄 年度 (別表１事項
２６を参酌)

庶０４１

試験の記録に
ついて管理す
る文書

・合格者名簿
・受験票（合格者のみ
に関するもの）

総務 司法書士・土地
家屋調査士

土地家屋調査士試験合
格者受験申請書

３０年 廃棄 年度 (別表１事項
２６を参酌)

庶０４２

9 土地家屋調
査士ＡＤＲ
認定に関す
る事項

土地家屋調査
士ＡＤＲ認定
の実施，認定
申請者等の管
理に関するこ
と

認定の実施に
関する文書

・認定の実施に関する
決裁文書

総務 司法書士・土地
家屋調査士

土地家屋調査士民間紛
争解決手続代理能力認
定手続

５年 廃棄 年度 (別表１事項
２６を参酌)

庶０４３

認定の記録に
ついて管理す
る文書

・認定者名簿
・認定申請書（認定者
のみに関するもの）

総務 司法書士・土地
家屋調査士

土地家屋調査士民間紛
争解決手続代理能力認
定者認定申請書

３０年 廃棄 年度 (別表１事項
２６を参酌)

庶０４４

10 司法書士法
第４条第２
号に規定す
る法務大臣
の資格認定
に関する事
項

司法書士法第
４条第２号に
規定する法務
大臣の資格認
定の実施，申
請者等の管理
に関すること

司法書士法第
４条第２号に
規定する法務
大臣の資格認
定の実施，申
請者等の管理
に関する文書

・申請書
・通知書

総務 司法書士・土地
家屋調査士

司法書士資格認定 ３０年 廃棄 年度 (別表１事項
２６を参酌)

庶０４５

11 土地家屋調
査士法第４
条第２号に
規定する法
務大臣の資
格認定に関
する事項

土地家屋調査
士法第４条第
２号に規定す
る法務大臣の
資格認定の実
施，申請者等
の管理に関す
ること

土地家屋調査
士法第４条第
２号に規定す
る法務大臣の
資格認定の実
施，申請者等
の管理に関す
る文書

・申請書
・通知書

総務 司法書士・土地
家屋調査士

土地家屋調査士資格認
定

３０年 廃棄 年度 (別表１事項
２６を参酌)

庶０４６

12 (1)許認可等
に関する重要
な経緯

許認可等をす
るための決裁
文書その他許
認可等に至る
過程が記録さ
れた文書

・会則変更の認可決定
等に係る決裁文書

総務 司法書士・土地
家屋調査士

認可申請書等 許認可等の
効力が消滅
する日に係
る特定日以
後５年

廃棄 庶０４７

(2)司法書士
会・土地家屋
調査士会に関
すること

司法書士会・
土地家屋調査
士会に関する
文書

・通知
・事務連絡

総務 司法書士・土地
家屋調査士

司法書士会・土地家屋
調査士会

５年 廃棄 年度 庶０４８

13 栄典又は表
彰に関する
事項

栄典又は表彰
の授与又はは
く奪の重要な
経緯

栄典又は表彰
の授与又はは
く奪のための
決裁文書及び
伝達の文書

大臣表彰に関する
・選考基準
・選考案
・伝達
・受章者名簿

総務 司法書士・土地
家屋調査士

司法書士・土地家屋調
査士大臣表彰

１０年 廃棄 年度 (別表１事項
２０を参酌)

庶０４９

司法書士
会・土地家
屋調査士会
に関する事
項

簡裁訴訟代理
等能力認定考
査の実施，認
定申請者等の
管理に関する
こと
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総務課（庶務）

大分類 中分類 名称（小分類）
参考事項

(規則別表
１の関連事

項）
事　項 業務の区分 分類記号保存期間行政文書の具体例

分類例

保存期間
満了時の

措置

当該業務に
係る行政文書
の類型

管区局長表彰に関する
・選考基準
・選考案
・伝達
・受章者名簿

総務 司法書士・土地
家屋調査士

司法書士・土地家屋調
査士管区局長表彰

１０年 廃棄 年度 (別表１事項
２０を参酌)

庶０５０

管内局長表彰に関する
・選考基準
・選考案
・伝達
・受章者名簿

総務 司法書士・土地
家屋調査士

司法書士・土地家屋調
査士管内局長表彰

１０年 廃棄 年度 (別表１事項
２０を参酌)

庶０５１

叙位，叙勲，褒章及び
遺族追賞に関する
・選考基準
・選考案
・伝達
・受章者名簿

総務 司法書士・土地
家屋調査士

司法書士・土地家屋調
査士叙勲及び褒章

１０年 廃棄 年度 (別表１事項
２０を参酌)

庶０５２

・表彰規定に関する決
裁文書

総務 司法書士・土地
家屋調査士

司法書士・土地家屋調
査士に関する管区管内
表彰規定

３０年 廃棄 年度 (別表１事項
１４を参酌)

庶０５３

14 登記事務に
関する事項

登記事務に関
すること

更正許可に関
する文書

・更正許可申出書及び
記入承認申出書
・更正許可書及び記入
承認書

総務 登記 ○○年登記更正許可申
出書等綴込帳

１０年 廃棄 暦年 庶０５４

・登記更正許可・記入
承認事件簿

総務 登記 ○○年登記更正許可・
記入承認事件簿

5年 廃棄 暦年 庶０７３

登記官認印に
関する文書

・登記官印作成関係書
類

総務 登記 ○○年度登記官認印交
付等関係書類

３年 廃棄 年度 庶０５５

・登記官認印原簿 総務 登記 登記官認印原簿 常用 廃棄 庶０５６

総務 登記 登記官認印原簿（除却
分）

最終の記載
をした年度
の翌年度か
ら３０年

廃棄 年度 庶０７４

登記簿等の引
継ぎに関する
報告書

・登記簿等の引継ぎに
関する報告書

総務 登記 登記簿等引継関係書類 ５年 廃棄 年度 庶０５７

登記官交代に
よる調査報告
書

・登記官交代による調
査報告書

総務 登記 登記官交替による調査
報告書

５年 廃棄 年度 庶０５８

登記官の押印
証明に関する
文書

・登記官押印証明願 総務 登記 登記官押印証明 ５年 廃棄 年度 庶０５９

登記事務のコ
ンピュータ
化・オンライ
ン申請に関す
る文書

・オンライン申請に関
する文書

総務 登記 登記事務コンピュータ
化・オンライン申請関
係書類

５年 廃棄 年度 庶０６０

15 登記等の管
轄区域の変
更等

登記の管轄区
域の変更等に
関する重要な
経緯

登記等の管轄
区域の変更等
に関する決裁
文書

・法務局及び地方法務
局の支局及び出張所設
置規則等改正関係書類
・管轄転属関係書類

総務 登記等の管轄区
域

管轄転属等 ３０年 廃棄 年度 庶０６１

町及び字の区
域及び名称の
変更について
の各種通知等
に関する決裁
文書

・町及び字の区域及び
名称の変更についての
各種通知等

総務 登記等の管轄区
域

町及び字の区域及び名
称変更等

５年 廃棄 年度 庶０６２

16 政府認証基
盤に関する
事項

政府認証基盤
に関すること

官職証明書に
関する文書

・官職証明書カード管
理簿

総務 官職証明書 官職証明書カード管理
簿

３０年 廃棄 年度 庶０６５

・官職証明書カードに
関する文書

総務 官職証明書 官職証明書カード交付
等関係書類

３年 廃棄 年度 庶０６６

17 特例民法法
人に関する
事項

（1）特例民
法法人の管理
に関すること

特例民法法人
の管理に関す
る文書

・特例民法法人管理台
帳

総務 特例民法法人 特例民法法人管理台帳 ３０年 廃棄 年度 (別表１事項
１４を参酌)

庶０６７

(2)特例民法
法人検査に関
すること

特例民法法人
検査に関する
文書

・特例民法法人立入検
査結果

総務 特例民法法人 特例民法法人検査 ５年 廃棄 年度 庶０６８
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総務課（庶務）

大分類 中分類 名称（小分類）
参考事項

(規則別表
１の関連事

項）
事　項 業務の区分 分類記号保存期間行政文書の具体例

分類例

保存期間
満了時の

措置

当該業務に
係る行政文書
の類型

18 総合法律支
援の事務に
関する事項

総合法律支援
に関すること

総合法律支援
に関する決裁
文書

・日本司法支援セン
ターに関する文書

総務 法律総合支援 日本司法支援センター ５年 廃棄 年度 庶０６９

19 一般社団法
人に関する
事項

司法書士法・
土地家屋調査
士法に規定す
る一般社団法
人に関するこ
と

一般社団法人
の届出、報告
及び検査に関
する文書

・登記完了届
・定款変更届
・解散届
・年次報告書
・検査結果報告書

総務 一般社団法人 ○○年度一般社団法人
に係る届出、報告及び
検査

５年 廃棄 年度
公益社団法
人に係るも
のも含む

庶０７５

20 上記1から
19に掲げら
れていない
庶務事務に
関する事項

上記1から19
に掲げられて
いない庶務事
務に関する文
書

庶務事務に関
する文書

上記1から19に掲げら
れていない庶務事務に
関する文書

総務 庶務 ○○年度庶務関係雑書 １年 廃棄 年度 庶０７０

（注）
　　 法律又はこれに基づく命令の規定により行政文書の保存期間が定められているものについては，参考事項欄に当該法令の名称を記載する。

　※参考事項欄に記載する根拠法令の略語について
　　 「人事」・・・人事院規則
　　 「内閣」・・・人事記録の記載事項等に関する内閣府令
　　 「統計」・・・人事統計報告に関する政令（昭和４１年政令第１２号）
 　　「○○」･･･○○○○

　本基準に掲げられていない事項が発生したときは，法務省行政文書管理規則の別表１及び本基準を参酌しつつ，文書管理者において，保存期間及び保存期間
満了時の措置について設定することとする。

備　考
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